予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：母子保健指導費　　　
	事業名　新　岐阜県版産後サポート導入モデル事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　保健医療課　母子保健係　電話番号：058-272-1111（内2546）

　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　 7,242千円（前年度予算額：  　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0


	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	 7，242
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,242

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　 ・出産後、一般的に5～7日で退院となり、退院後は母体の機能の回復に不安があるのに加え、授乳や夜泣きなど育児不安も多く、特に第１子出産や里帰りができない場合は一人で不安や負担を抱えることが予測される。
　 ・退院後、医療機関関係者と顔を合わせるのは１ヶ月健診であり、市町村が実施する「こんにちは赤ちゃん訪問（乳幼児全戸訪問）」は２～４か月で実施しており、退院直後の一番不安な時期の支援が希薄になっている。

・上記のことから、退院後早期に妊娠期から関わりのある医療機関スタッフが適切な支援を行うことで、不安の解消及び孤立化を防ぎ、しいては虐待の予防につなげることができる。
（２）事業内容

　　　分娩取扱医療機関の助産師等による電話相談及び家庭訪問
（３）県負担・補助率の考え方
　　・平成26年度より市町村が実施主体とした妊娠出産包括支援事業（国庫補助事業）が創設されているが、今後市町村が本事業を導入しやすい体制を県が整備することで、市町村の取組を推進することができる。

・フォローが必要な母子については市町村保健師の訪問等既存の母子保健事業において継続的支援が可能である。

（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	126  
	

	旅費
	80
	

	需用費
	65
	

	役務費
	27
	

	委託料
	6,907  
	内訳：人件費・旅費・需用費・役務費

	その他
	    37
	

	合計
	7,242
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項　　　
（１）各種計画での位置づけ
　　　「健やか親子21（第２次）」（国の母子保健計画）
　 　 岐阜県少子化対策基本計画（県の母子保健計画）
（２）国・他県の状況

　　　国においては、妊娠・出産包括支援事業として妊娠期から子育て期にわた

るまで切れ目ない支援の実施を目指している。
（３）後年度の財政負担

　　　各市町村において地域に実情に応じて妊産婦等を支える地域の包括支援

体制の構築を図る必要があり、県で体制を整備し、各市町村が国庫補助事

業により事業を実施出来るように支援する必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性
市町村事業である妊娠出産包括支援事業の導入を目的の一つとしており、

県全体としての体制整備を行うことを目的とし県が実施する。　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築を目指し、平成27年度は、モデル的に実施し、28年度は全県的な周知を行い、29年度以降市町村事業として導入されることを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　本事業の目的は、退院直後の母子の支援を充実させ、母子の孤立化予防、虐待予防につなげるとともに、県全体としての体制整備を目的としていることから、目標の達成度を定量的な指標で示すことは出来ない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇


	　妊娠期から育児期まで切れ目ない支援を行う中で、不安が最も強い時期であるものの支援が希薄となりがちが退院直後に重点を置いて支援を実施することで、孤立化予防、虐待予防につなげることから事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 〇

	　支援体制の整備とともに個々の支援の充実も図ることが可能であることから事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　県全体として体制を整備することで、その後の市町村事業導入の一助になることを目的としており、事業の効率性は高い。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　医療機関スタッフの余力がなく十分な対応できない場合も想定されることから地域助産師の人材活用も必要であり、地域助産師等スタッフの把握、連携が重要



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　まずモデル事業として実施し、課題等を踏まえて検討を行い、次年度には幅広く事業周知を行い希望医療機関へ委託。平成28年度までに実施した医療機関を活用し市町村事業として実施していく。



